
令和７年度 産業別平均値一覧表 

 

◎年休取得率 産業別平均値 

産業 平均年休取得率 

調査産業計 ６５．３％ 

鉱業、採石業、砂利採取業 ７１．５％ 

建設業 ６０．７％ 

製造業 ７０．４％ 

電気・ガス・熱供給・水道業 ７０．７％ 

情報通信業 ６７．１％ 

運輸業、郵便業 ６２．２％ 

卸売業、小売業 ６０．６％ 

金融業、保険業 ６５．４％ 

不動産業、物品賃貸業 ６２．４％ 

学術研究、専門・技術サービス業 ６５．７％ 

宿泊業、飲食サービス業 ５１．０％ 

生活関連サービス業、娯楽業 ６３．２％ 

教育、学習支援業 ５６．９％ 

医療、福祉 ６６．８％ 

複合サービス事業 ５５．０％ 

サービス業（他に分類されないもの） ７１．１％ 

出典：厚生労働省 令和６年就労条件総合調査 

  



◎年間休日総数 企業規模別平均値 

企業規模 １企業平均年間休日総数 

調査規模計 １１２．１日 

１，０００人以上 １１７．１日 

３００～９９９人 １１５．９日 

１００～２９９人 １１３．６日 

３０～ ９９人 １１１．０日 

出典：厚生労働省 令和６年就労条件総合調査 

  

３０人未満 １１１．０日 

※調査範囲が常用労働者 30人以上を雇用する企業のため、30人未満の企業のデータなし

→「３０～９９人」の数値を使用 



◎所定外労働時間 産業別平均値 

出典：厚生労働省 毎月勤労統計調査 令和６年分結果確報 

 

 

 

産業 平均所定外労働時間 

調査産業計 １０．０時間 

鉱業、採石業等 １４．１時間 

建設業 １２．７時間 

製造業 １３．２時間 

電気・ガス業 １５．８時間 

情報通信業 １５．８時間 

運輸業、郵便業 ２１．７時間 

卸売業、小売業  ７．１時間 

金融業、保険業 １２．９時間 

不動産・物品賃貸業 １２．０時間 

学術研究等 １３．４時間 

飲食サービス業等  ５．２時間 

生活関連サービス等  ６．３時間 

教育、学習支援業 １１．５時間 

医療、福祉  ５．０時間 

複合サービス事業  ８．８時間 

その他のサービス業 １０．５時間 



◎所定労働時間 産業別平均値 

出典：厚生労働省 令和６年就労条件総合調査 

 

産業 １日の所定労働時間 

調査産業計 ７：４７ 

鉱業、採石業等 ７：５１ 

建設業 ７：４５ 

製造業 ７：４９ 

電気・ガス業 ７：４０ 

情報通信業 ７：４５ 

運輸業、郵便業 ７：４９ 

卸売業、小売業 ７：４３ 

金融業、保険業 ７：３７ 

不動産・物品賃貸業 ７：４８ 

学術研究等 ７：４８ 

飲食サービス業等 ７：４７ 

生活関連サービス等 ７：５０ 

教育、学習支援業 ７：４８ 

医療、福祉 ７：４９ 

複合サービス事業 ７：３７ 

その他のサービス業 ７：４６ 



◎女性管理職比率 産業別平均値（１） 

出典：令和６年６月１４日付け雇均発 0614第１号「女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律に基づく認定制度に係る基準における「平均値」について」 

 

 

 

産業 女性管理職比率 

産業計 １１．６％ 

鉱業、採石業、砂利採取業 ２．２％ 

建設業 ３．９％ 

製造業 女性管理職比率 産業別平均値(２)による 

電気・ガス・熱供給・水道業 ４．６％ 

情報通信業 １０．７％ 

運輸業、郵便業 ６．０％ 

卸売業、小売業 ７．３％ 

金融業、保険業 １４．３％ 

不動産業、物品賃貸業 ９．８％ 

学術研究、専門・技術サービス業 ９．１％ 

宿泊業、飲食サービス業 １４．９％ 

生活関連サービス業、娯楽業 １３．８％ 

教育、学習支援業 ２３．９％ 

医療、福祉 ４４．２％ 

複合サービス事業 １０．８％ 

サービス業（他に分類されないもの） １３．７％ 



◎女性管理職比率 産業別平均値（２） 

出典：令和６年６月１４日付け雇均発 0614第１号「女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律に基づく認定制度に係る基準における「平均値」について」 

 

産業 女性管理職比率 

食料品製造業 

飲料・たばこ・飼料製造業 
６．０％ 

繊維工業 ７．９％ 

木材・木製品製造業（家具を除く） 

家具・装備品製造業 
４．９％ 

パルプ・紙・紙加工品製造業 

印刷・同関連業 
７．５％ 

化学工業 ９．９％ 

石油製品・石炭製品製造業 ０．３％ 

プラスチック製品製造業 

ゴム製品製造業 
３．６％ 

鉄鋼業 

非鉄金属製造業 

金属製品製造業 

２．９％ 

はん用機械器具製造業 

生産用機械器具製造業 

業務用機械器具製造業 

４．１％ 

電子部品・デバイス・電子回路製造業 

電気機械器具製造業 

情報通信機械器具製造業 

３．６％ 

輸送用機械器具製造業 ３．２％ 

その他の製造業 ６．２％ 



◎育児休業取得率 産業別平均値 

※本表の数値は令和３年度～令和５年度の雇用均等基本調査結果をもとに、平均値を

男女共同参画・女性の活躍推進課において算出したものである。 

 

 

 

産業 取得率（女性） 取得率（男性） 

調査産業計 ８３．１％ ２０．４％ 

鉱業、採石業、砂利採取業 ９５．８％ ２２．２％ 

建設業 ８４．９％ １９．７％ 

製造業 ８５．１％ ２１．３％ 

電気・ガス・熱供給・水道業 ９３．３％ １８．７％ 

情報通信業 ９２．６％ ２７．２％ 

運輸業、郵便業 ８８．４％ ２２．８％ 

卸売業、小売業 ７７．３％ １１．５％ 

金融業、保険業 ８８．３％ ４０．６％ 

不動産業・物品賃貸業 ９２．７％ １２．７％ 

学術研究、専門・技術サービス業 ９０．５％ ２７．５％ 

宿泊業、飲食サービス業 ６４．２％ １２．８％ 

生活関連サービス業、娯楽業 ７５．７％ ３０．７％ 

教育、学習支援業 ８７．２％ １８．９％ 

医療、福祉 ８８．７％ ２３．６％ 

複合サービス事業 ８９．８％ ２３．１％ 

サービス業（他に分類されないもの） ８５．１％ ２２．７％ 



◎離職率 産業別平均値 

※本表の数値は令和５年雇用動向調査結果をもとに、男女共同参画・女性の活躍推進

課において独自集計したものである。 

 

 

 

産業 離職率 

調査産業計 １１．４% 

鉱業、採石業、砂利採取業  ５．６% 

建設業  ７．０% 

製造業  ６．６% 

電気・ガス・熱供給・水道業  ２．４% 

情報通信業  ６．５% 

運輸業、郵便業  ７．５% 

卸売業、小売業 １０．８% 

金融業、保険業  ７．５% 

不動産業・物品賃貸業  １０．０% 

学術研究、専門・技術サービス業  ６．８% 

宿泊業、飲食サービス業 ２４．０% 

生活関連サービス業、娯楽業 ２３．１% 

教育、学習支援業  ６．３% 

医療、福祉 １１．９% 

複合サービス事業  ５．３% 

サービス業（他に分類されないもの） １６．３% 


